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 人口減少、超低金利の長期化による収益環境の悪化など金融機関は厳しい経営環境が続くなか、

地方銀行を中心に再編の動きが活発化している。三重県では 2021年 5月旧三重銀行・旧第三銀行

の合併により誕生した三十三銀行。東海地区においては 2022 年 10 月、愛知県に本店を置く、愛

知銀行と中京銀行による持ち株会社「あいちフィナンシャルグループ（FG）」が発足。再来年であ

る 2025年 1月に両行合併し「あいち銀行」とする発表もされた。長野県では長野市に本店を置く

八十二銀行と松本市に本店を置く長野銀行が今年 6月に経営統合、2026年 1月に合併し「八十二

長野銀行」とする発表がされた。 

 コロナ禍で疲弊した中小企業への対応が、資金繰り支援から再編・再生へと軸足が移りつつあ

るなかで、地域金融機関に求められる役割は経営の様々な場面で増している。 

 

 

帝国データバンク四日市支店では、2023 年 10 月末時点の企業概要データベース「COSMOS2」（三重県約 22000 社収録、
特殊法人・個人事業主含む）をもとに、県内企業が「メインバンク」と認識する金融機関を分析した。一企業に複数のメイ
ンがあるケースでは、各企業が最上位として認識している金融機関をメインバンクとした。同調査は 2022 年 12 月に続き
15 回目。 
[注] 本調査は帝国データバンクが独自に調査・保有する企業概要データベース「COSMOS2」に収録された企業データであ
るため、各金融機関がメインとして認識する実数と異なる場合がある 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   

 

 

特別企画：三重県内企業「メインバンク」動向調査（2023） 

百五銀行、15 年連続トップ 
地元金融機関上位 4 行でシェア 83.6％ 

調査結果（要旨） 

1. 三重県内企業のメインバンク社数、トップは「百五銀行」 増加最多は「三十三銀行」 

2. 信用金庫のシェア、2年ぶりに拡大 ゼロゼロ融資での「接点増」背景に 

3. 業種別、全ての 1位を「百五銀行」、2位を「三十三銀行」が占める。3位には 7業種で「桑

名三重信金」、1業種（運輸通信）で「北伊勢上野信金」が入る。 

4. 売上高規模別、全ての 1位が「百五銀行」となった。売上高 10億円以上ではメガバンクの

「三菱 UFJ銀行」が 3位以内にランクイン。 

5. 主要市郡（企業数上位 10市郡）では、四日市市、鈴鹿市、三重郡で「三十三銀行」が 1位。

津市をはじめ 6市で「百五銀行」が 1位。伊賀市では旧上野信金を継承する「北伊勢上野信

金」が 1位となった。 

https://search.yahoo.co.jp/search?ei=UTF-8&rkf=1&slfr=1&qrw=0&p=%E5%85%AB%E5%8D%81%E4%BA%8C%E9%95%B7%E9%87%8E%E9%8A%80%E8%A1%8C&fr=link_kw_nws_direct&fr2=cid_54d38ab4036649b3a4a7a7d2cfda36f24f7973e3
https://search.yahoo.co.jp/search?ei=UTF-8&rkf=1&slfr=1&qrw=0&p=%E5%85%AB%E5%8D%81%E4%BA%8C%E9%95%B7%E9%87%8E%E9%8A%80%E8%A1%8C&fr=link_kw_nws_direct&fr2=cid_54d38ab4036649b3a4a7a7d2cfda36f24f7973e3
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三重県 金融機関ランキング：シェアトップは百五銀行 メイン社数増の最多は三十三銀行 

 2023年の三重県内企業のメインバンク社数トップは「百五銀行」となった。企業数は 9947社と

なり、シェア 45.44％。2009年の調査開始以降 15年連続のトップとなった。2位には三十三銀行

5740社、シェア 26.22％、3位に桑名三重信金 1554社、シェア 7.10％、4位に北伊勢上野信金 1059

社、シェア 4.84％と地元金融機関が続き、ここまでのシェア合計で 83.6％を占める。なお、5 位

以下には「三菱 UFJ銀行」、6位「中京銀行」、7位「大垣共立銀行」、8位「みずほ銀行」と都市銀

行や県外本店の地方銀行が続いた。社数の増加上位は、2位の「三十三銀行」が 25社、3位の「桑

名三重信金」が 22社となった。一方、店舗統廃合が実施された 6位の「中京銀行」は 44社減少、

なお 17位の「愛知銀行」は 3社減少した。 

 三重県内企業 メインバンクシェアランキング 



                      特別企画:三重県内企業「メインバンク」動向調査（2023） 

 
 

 2023/12/22 

 
3 

©TEIKOKU DATABANK, LTD. 

 

業態別：信用金庫の 2 年ぶりにシェア拡大 ゼロゼロ融資で「接点増」背景 

 業態別にみると、シェアが最も高いのは「地方銀行」で 73.54％（前年比 0.03pt 上昇）で全業

態のなかで 3年連続シェア 7割を超えた。次いで「信用金庫」が 13.45％（前年比 0.12pt上昇）

で 2 年ぶりにシェアを拡大、地域の中小企業を主な融資先とし拡大幅は全業態中最大となった。

このほか「メガバンク」4.83％、「第二地方銀行」2.82％となったが、それぞれ前年からシェアが

低下した。 

 コロナ禍前の 2019 年から 23 年の間にメインバンクを「信用金庫」に変更した企業 128 社が、

どの金融業態から「流入」したかを分析した結果、最も多いのは「地方銀行」で 85社（66.41％）

となり、「第二地銀」36 社（28.12％）が続いた。地域の中小企業に密着した融資や経営問題の解

決を得意とする信用金庫の存在感が示されている。 

 

業種別：地元金融機関が全ての業種で上位 3 位までを占める 

業種別（建設・製造・卸売・小売・運輸通信・サービス・不動産・その他産業）にみると、県内

8業種全ての 1位を「百五銀行」、2位を「三十三銀行」が占める。3位には 7業種で「桑名三重信

金」、1 業種（運輸通信）で「北伊勢上野信金」が入った。その他産業（農林水産等）では複数の

農協もランクインした。 

業種別 メインバンク社数上位 

業態別シェア推移（2019-23年） 

2023年のメインバンク「信用金庫」 
流入元の金融業態（19年比） 
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売上高規模別：売上規模上位ではメガバンクが上位に 

 売上高規模別にみると、売上規模全ての 1位が「百五銀行」となった。売上高 10億円未満で

は 1位から 3位はランキング通りであったが、売上高 10億円以上ではメガバンクの「三菱 UFJ

銀行」が 3位以内にランクインした。 

 

 売上高規模別 メインバンク社数上位 
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主要市郡別：地元金融機関がそれぞれ上位に 

主要市郡（企業数上位 10市郡）では、県内で企業数が最も多い四日市市では四日市市に本店を

置く「三十三銀行」が 1 位となった。隣接する鈴鹿市、三重郡でも同行が 1 位となった。そのほ

か津市をはじめ 6 市で「百五銀行」が 1 位に。伊賀市では旧上野信金を継承する「北伊勢上野信

金」が 1位となった。 

 

 

 

 

市郡別 メインバンクシェア上位 （企業数の多い上位 10 市郡） 
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 資料のお問い合わせ先 

株式会社帝国データバンク 四日市支店 

      担当：服部 TEL 059-353-3411 FAX 059-353-4109 

当レポートの著作権は株式会社帝国データバンクに帰属します。 

当レポートはプレスリリース用資料として作成しております。著作権法の範囲内でご利用いただき、私的利用を超えた複

製および転載を固く禁じます。 

まとめ 

 今回の調査結果は、「百五銀行」が 45.44％で 15 年連続の 1 位となったが、前年よりシェアは

0.08pt 後退、店舗統廃合が実施された「中京銀行」もシェアが後退した。一方で、「三十三銀行」

や信用金庫がシェアを伸ばし、実質無利子・無担保のいわゆる「ゼロゼロ融資」の貸し出し等で、

中小企業との接点が増えたことも作用したとみられ、地元に根付いた金融機関がそれぞれ存在感

を示した結果となった。 

 今後も地方銀行の「経営統合」や、広域にわたる地銀同士のアライアンス（連携）、合併といっ

た動きは増えるものとみられる。他方、相次ぐ地銀の統合により「地域の中小零細企業にきめ細

かい対応ができるのか」という懸念もあり、ゼロゼロ融資などで存在感を高めた信用金庫などの

地元金融機関が、地域の企業そして地域経済を支える受け皿として期待される。 

 中小企業の事業承継問題やデジタル変革（DX）、脱炭素対応など前向きな資金需要に加え、コロ

ナ融資などで過大な債務を背負った中小企業の事業再生を支援する役割も金融機関に求められる

ようになった。こうした外部環境も背景に、地域の中小企業に特に密着した＝「小回りの利く」融

資や経営問題の解決ノウハウに長けた地域金融機関の役割が増すこととなろう。 

 

 

 


